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百間排水口に係るデジタル技術等を用いた情報発信業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

本要領は、百間排水口に係るデジタル技術等を用いた情報発信業務委託の契約候補者を

公募型プロポーザル方式により選定するための手続きについて、必要な事項を定めるもの

である。 

 

１ 業務の概要 

（１）委託業務名 

   百間排水口に係るデジタル技術等を用いた情報発信業務 

（２）業務の目的 

  水俣病の原因物質であるメチル水銀化合物が工場排水とともに排出された「百間排

水口」は「水俣病原点の地」と言われており、県では、老朽化した樋門の扉を新調し、

当時の風景の保存に取り組んでいる。 

百間排水口の現地保存と併せて、デジタル技術を用いた情報発信コンテンツを制作・

公開し、情報発信を強化することで、水俣病の歴史と教訓の継承に寄与することを目

的とする。 

（３）業務の内容 

   別紙「百間排水口に係るデジタル技術等を用いた情報発信業務委託基本仕様書」（以

下、「仕様書」という。）のとおり 

（４）委託期間 

   契約締結の日から令和８年（2026年）３月 18日（水）まで 

（５）契約限度額（予算額） 

   4,402千円（消費税及び地方消費税額を含む。）を上限とする。 

   ※提示額は提案にあたっての目安（上限）となる額であり、契約額は別途設定する

予定価格の範囲内で決定することとなるため、提示額とは必ずしも一致しない。 

 

２ 実施スケジュール（予定） 

  公募開始      令和７年（2025年）７月 25日（金） 

  質問書の提出期限  令和７年（2025年）８月 １日（金）17時まで 

  質問への回答    令和７年（2025年）８月 ６日（水） 

  参加申込書提出期限 令和７年（2025年）８月 14日（木）17時まで 

  企画提案書提出期限 令和７年（2025年）８月 25日（月）17時まで 

  プレゼンテーション 令和７年（2025年）８月 29日（金）頃予定 

  選定結果通知    令和７年（2025年）９月 １日（月）頃予定 

  契約締結      令和７年（2025年）９月下旬頃予定 

 

３ 担当部局 

  熊本県環境生活部水俣病保健課保健企画班（熊本県庁行政棟新館５階） 

  所在地   〒862－8570 熊本市中央区水前寺六丁目 18－１ 

  電話番号  096－333－2304 
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  電子メール minamatahoken@pref.kumamoto.lg.jp 

 

４ 参加資格要件 

  次に掲げる要件をすべて満たす者であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項各号の規定に該当

しない者であること。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て

を行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る更生計

画認可の決定を受けていること。 

（３）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申立て

を行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る再生計

画認可の決定を受けていること。 

（４）熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成 14年熊本

県告示第 811号）第２条第１項の規定による指名停止の期間中でないこと。 

（５）消費税及び地方消費税並びに都道府県税において未納がないこと。 

（６）熊本県暴力団排除条例（平成 22 年熊本県条例第 52 号）第２条第２号に規定する暴

力団員及び同条第４号に規定する暴力団密接関係者に該当しない者であること。 

 

５ 契約候補者の選定方法 

  公募型プロポーザル方式とする。応募書類とプレゼンテーションによる審査を行い、

最も優れた提案を行った者を契約候補者として選定する。 

 

６ 参加申込み 

（１）提出書類 

  ア 参加申込書（様式２） 

  イ 誓約書（様式３） 

  ウ 会社概要（様式４） 

   ※会社概要が分かるパンフレット等を添付すること。 

  エ 法人の履歴事項全部証明書（発行から３か月以内の原本。個人の場合は、地方自

治法施行令第 167 条の４第１項第１号及び第２号に該当する者でないことを証する

書類） 

  オ 印鑑証明書（発行から３か月以内の原本） 

  カ 直近２事業年度分の貸借対照表及び損益計算書の写し 

  キ 役員の一覧表（法人のみ、任意様式） 

  ク 消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書（発行から３か月以内の

原本） 

  ケ 熊本県の県税について未納がないことの証明書（発行から３か月以内の原本。熊

本県に本店、支店等がない場合は、本店の所在地の都道府県税について未納がない

ことの証明書） 

   ※ただし、熊本県の入札参加資格を有している場合は、エからケに掲げる書類の提

出を省略することができる。 
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（２）提出部数 

   各１部 

（３）提出期限及び提出方法 

   令和７年（2025年）８月 14日（木）17時まで 

   ※持参または郵送（書留郵便に限る。）とし、郵送の場合は期限内に必着とする。 

（４）提出先 

   「３ 担当部局」参照 

 

７ 質問の受付及び回答 

  本プロポーザルに参加を希望する者から次のとおり質問を受け付ける。 

  なお、質問は企画提案書等の記載方法及び仕様書の内容等に関するものに限る。 

（１）提出書類 

   質問書（様式１） 

（２）提出方法 

   「３ 担当部局」に記載の電子メールアドレス宛てに電子メールにより提出すると

ともに、提出日のうちに提出した旨を電話連絡すること。 

（３）提出期限 

   令和７年（2025年）８月１日（金）17時まで 

（４）質問への回答 

   質問書に対する回答は、質問者名を伏せたうえで、全ての参加者に電子メールにて

回答する。 

 

８ 企画提案書の提出 

（１）提出書類 

  ア 企画提案書（様式６） 

   ※企画提案内容は A4 用紙 15 枚以内（A3 用紙の場合、１枚を A4 用紙２枚と換算）。 

  イ 見積書及び見積明細（任意様式） 

  ウ 事業者の取組に関する申出書（様式７） 

（２）提出部数 

   正本１部、副本６部 

（３）提出期限 

   令和７年（2025年）８月 25日（月）17時まで 

   ※持参又は郵送（書留郵便に限る。）とし、郵送の場合は期限内に必着とする。 

（４）提出先 

   「３ 担当部局」参照 

（５）注意事項等 

  ア 担当者の連絡先（電話番号、メールアドレス等）を必ず記入すること。 

  イ 期限までに提出されなかった提出書類は、いかなる理由でも受け付けない。 

  ウ 原則として、提出後における提出書類の返却、差替え及び再提出は認めない。 

  エ 提出された企画提案書の内容について、問合せを行う場合があるので、県が指示

する期日までに回答すること。 
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オ 企画提案書の提出を辞退する場合は、参加辞退届（様式５）を提出すること。な

お、提出は持参又は郵送（書留郵便に限る。）により、８（３）に記載する企画提案

書の提出期限までに行うこと。 

 

９ 企画提案書の作成上の留意点 

（１）企画提案書の記載事項 

  ア 実施体制について 

    本業務を実施する貴社内における業務実施体制及び体制図を記載すること。加え

て、当該業務実施体制とする具体的な根拠（理由）を記載すること。 

    また、本業務に従事することを想定している要員の資格、経歴、業務実績等を記

載するとともに、本業務でどのように活かせるかを記載すること。なお、氏名等の

記載は不要とする。 

  イ 企画内容について 

    仕様書に示す業務について記載すること。 

提案の理由や背景、PRポイント等を明確にして記載すること。 

  ウ 全体スケジュールについて 

    本業務の全体のスケジュールを図示すること。加えて、スケジュールどおり本業

務を遂行する上でのリスク及びリスクへの対応策について記載すること。 

  エ 類似業務の実績について 

    直近５年間で類似する業務を国・地方自治体等から受託した実績を３件以内で記

載すること。なお、団体名（支障がある場合は不要）、団体の種類、規模（職員数）、

受託業務名、受託時期を明記すること。 

（２）見積書及び見積明細の記載内容 

   本業務の受託に係る見積金額及び各経費の積算の根拠を明らかにした明細を記載す

ること。なお、再委託による実施を予定している業務についても、「委託料一式」等の

記載はせず、再委託料の根拠を明らかにすること。 

   また、本業務で制作するコンテンツの保守管理等のため翌年度以降も経費が見込ま

れる場合は、当該経費の見積金額及び積算の根拠を明らかにした明細を記載すること。 

 

10 プレゼンテーションの実施 

企画提案書に基づきプレゼンテーションを行うこと。なお、詳細については、参加資

格の確認結果と併せて参加事業者別に通知する。 

（１）実施日 

令和７年（2025年）８月 29日（金）【予定】 

（２）場所 

熊本県庁内会議室 

※プレゼンテーションはオンラインでの参加も可能とする。 

（３）説明時間 

提案を行う者１者につき 30分（提案説明：20分、質疑応答：10分） 

（４）資料 

８（３）の提出期限までに提出された企画提案書 
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（５）プレゼンテーションにおける注意事項 

ア プレゼンテーションは、事前に提出された企画提案書の説明を原則とし、企画提

案書に記載のない内容に係る説明は採点対象としない。 

イ パソコン等の電子機器を使用したプレゼンテーションは可能とするが、企画提案

書の内容を基に行うものとし、内容の変更や追加は認めない。ただし、企画提案書

の理解の助けのため、提案内容のデモンストレーションやアニメーションを使用す

ることは可能とする。 

 

11 審査基準 

（１）企画提案書及びプレゼンテーションの内容に基づき、次の評価項目について複数人

の審査委員による審査を行い、その結果、各審査委員の評価点の平均が最も高い者を

契約候補者として選定する。ただし、採用基準点を 60点とし、各審査委員の評価点の

平均が採用基準点に満たない場合や、配点の３割以下の得点の項目（「事業者の取組」

を除く。）があった場合は、採用しない。 

なお、「事業者の取組」に係る評価の基準日は、公募開始日（令和７年（2025年）７

月 25日）とする。 

ア 評価基準 

評価項目 審査の視点 
配

点 

実施体制 

・提案内容を実施するための十分な人員が確保されているか。 

・県との連絡・協力体制が整えられており、県の意志・要望を事業に

反映できる体制となっているか。 

・翻訳等に関して、その品質を保証できる体制を提案しているか。 

10 

企画内容 

①事業理解 

・業務の目的や仕様書を踏まえ、具体的かつ的確な提案がなされてい

るか。 

・業務について具体的な実施方法が示され、実現可能な提案となって

いるか。 

・事業目的及び仕様内容を踏まえ、予算の範囲内で効果的な工夫があ

るか。 

・仕様書に記載のある内容以外の独自提案がなされているか。 

10 

②百間排水口に係

るデジタルコン

テンツ制作 

・本業務の趣旨に沿った内容となっているか。 

・水俣病発生当時の風景をイメージできるようなコンテンツが含ま

れているか。 

・訴求力の高い内容にするための工夫や、見たいと思わせるような仕

掛けがあるか。 

・実現可能かつ効果的なものが提案されているか。 

・今後の情報発信や水俣病学習を見据えたものを提案しているか。 

・海外の方にも分かりやすい工夫がなされているか。 

・幅広い年齢層の方に向けた内容となっているか。 

30 

③コンテンツの公

開、保守管理 

・コンテンツの追加や更新が容易に行える方法となっているか。 

・安定的な運用が可能な保守管理方法となっているか。 
10 

④デジタルコンテ

ンツに係る案内

板の制作・設置 

・本業務の趣旨に沿った内容となっているか。 

・実現可能かつ効果的なものが提案されているか。 

・海外の方にも分かりやすい工夫がなされているか。 

10 

全体スケジュール 
・仕様書の内容に沿う現実的なスケジュールが示されているか。 

・リスク発生時等に必要な付帯作業は見込まれているか。 
10 
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類似業務の実績 
・過去に類似業務を受託した実績があるか。また、過去の類似業務の

実績から判断して、本業務の効果的な実施が期待できるか。 
5 

経済性 

・企画内容に対して妥当な見積内容となっているか。 

・各経費について積算の根拠が示されているか。 

・翌年度以降の費用が発生する場合は、その費用抑制の工夫がなされ

ているか。 

10 

事業者の取組 

・熊本県ブライト企業の認定を受けている。 1 

・障害者支援施設等からの物品及び役務の調達実績（当該年度又は前

年度）がある。 
1 

・事業活動温暖化対策計画書制度の対象事業者（義務及び任意）、エ

コアクション 21、RE100、再エネ 100宣言 RE Actionのいずれかの

認証等、または森林吸収量認証書の交付実績（当該年度又は前年

度）がある。 

1 

・熊本県 SDGs登録制度に登録している。 1 

・パートナーシップ構築宣言をポータルサイトに登録している。 1 

合計 100 

 

イ 採点基準 

評価 得点 

非常に優れている  配点×1.0 

優れている  配点×0.8 

標準的である  配点×0.6 

やや劣っている  配点×0.4 

劣っている  配点×0.2 

記載なし  配点×0.0 

 

（２）応募が１者のみの場合でも審査会は開催するものとする。採用基準点を超える者が

いない場合は、仕様書等を見直した上で、再度公募する。 

 

12 契約の締結等 

（１）地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号により随意契約とし、熊本県会計規則

第 95条第１項第１号の規定により単独見積りとする。 

（２）契約に当たっては、熊本県会計規則第 77条の規定により契約保証金を納付するもの

とし、納付された契約保証金は、同規則第 79条の規定により契約の相手方が契約上の

義務を履行したときに還付する。ただし、熊本県会計規則第 78条の規定に該当する場

合、契約保証金は免除する。 

（３）委託料の支払いは、精算払いとする。 

（４）契約の内容は、企画提案書等に基づき改めて契約候補者と協議を行い、見積書を徴

した上で、別途設定する予定価格の範囲内で契約を締結する。ただし、協議が整わな

い場合又は契約候補者が辞退した場合は、次点の事業者（採用基準点を満たす者に限

る。）と協議を行い、同様に見積書を徴した上で、予定価格の範囲内で契約を締結する。 

（５）熊本県と受託者との委託契約については、事前に仕様書で双方の意思確認を行う。 
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13 その他の留意事項 

（１）手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨とする。 

（２）企画提案書の作成、提出等に要する費用は、すべて提案者の負担とする。 

（３）提出された参加申込書及び企画提案書等は、添付書類を含め参加者に返却しない。 

（４）提出された参加申込書及び企画提案書等は、本プロポーザルにおける契約候補者の

選定以外の目的で使用しない。 

（５）企画提案書に含まれる著作権、特許権等、日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。 

 


